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　水産物の直接販売手法の１つとして，県内漁協で行われていなかった「水産物の移動販売」について，その効果と課
題を検討した。
　2010年に県内漁協と水産物の販売を希望した農産物直売所をマッチングし，５つの移動販売モデルを成立させ，2010
年から2012年にかけて計128回の移動販売を行い，販売結果を集計した。その結果，１回１カ所あたり平均売上額で
38,612円，売上総利益で15,445円あり，営業利益も855円見込めると試算された。
　また，県内陸部の消費者を対象とした意識調査から，内陸部でも県産水産物に親しみを持ち，「鮮度」，「価格」，「産地」
を水産物の購入判断基準としていることが明らかとなったが，一般的に品質評価（目利き）ができないため，水産物の
品質評価情報を提供することが重要と考えられた。
　本県の様に大消費地を有する地域において「水産物の移動販売」は有効な手法であり，営業利益の高い場所や時間帯
を選別することで，無駄を省き高収益を目指すことが可能である。副次的効果として商品の PR，宣伝効果も発生する。
地域特産品や地域ブランド品の PR も十分可能である。販売のポイントとしては，消費者志向に合わせた商品開発や価
格帯で販売し，適確な品質評価情報を提供することで消費者の信頼を得ることであろう。
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福岡県における「水産物の移動販売」の効果と課題

　本県の人口は約508万人で，福岡市や北九州市等の大
消費地を抱え，県民は「魚の美味しい町」としての認識
を持つ。
　2000年以降，社会経済の停滞や魚価低迷など厳しい情
勢のなかで，収入増大の機会１）として，漁業者による
水産物直売所における直接販売の取組が活発化した。本
県漁業者の水産物直接販売の取組率は11％と全国１位２）

であり，2010年には年間約18億円の売上額を示すまでに
成長し，直接販売は重要な漁業者活動の１つとなった。
しかしながら，水産物の販売拠点は沿岸域に限られてお
り，隣接する直売所間で競合が見られる等，近年売上額
が頭打ちとなっている。３）一方，内陸部等の農産物直
売所では未だ水産物が販売されていない店舗も多い。
　本研究では，直接販売手法の１つとして，資金や労働
力が少なくても着業でき，販売場所や営業時間を自由に
変えられる特徴を持つ「移動販売」４）に着目し，これ
まで県内漁協で行われていなかった「水産物の移動販売」
について，県内農産物直売所にアンケート調査を行った
後，県産水産物の販売を希望した農産物直売所と漁協を
マッチングし，農産物直売所を販売先とした移動販売モ
デルを成立させ，実際に「水産物の移動販売」を行った。
移動販売実績や対面調査等から，本県における「水産物

の移動販売」の効果と課題について検討した。

方　　法

１．県内農産物直売所の水産物需要調査

　県内農産物直売所を「水産物の移動販売」候補として
想定し，2010年に県農林水産部農産漁村振興課が作成し
た「ふくおかグリーンツーリズムマップ」５）に記載さ
れている農産物直売所191カ所のうち，水産物を主体に
販売する直売所等を除いた183カ所に対し，水産物の需
給状況について郵送にてアンケート調査を実施した。６）

　アンケートでは，水産物販売の有無，取扱品目，仕入
先，県産水産物に対する関心の有無，県産水産物販売の
意向や課題等を調査した。

２．水産物の移動販売

（１）移動販売モデルの選定

　アンケート調査から，農産物直売所の水産物需給状況
を集計し，県産水産物の販売を希望した農産物直売所に
対して，移動販売を希望する県内漁協とマッチングを行
い，水産物の移動販売の商談が成立した事例をモデルと
して選定した。
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（２）移動販売モデル調査

　移動販売モデルの具体的な販売方法については，実施
漁協に一任したため，次に示す３つの移動販売モデルに
分かれた。第１モデルは移動販売車による対面販売，第
２モデルは店舗販売による対面販売，第３モデルは店舗
販売による委託販売である。2010年11月から2011年12月
にかけて各モデル合わせて計128回の移動販売を行った
結果について，漁協からの実績報告や対面調査等から集
計し，移動販売１回あたりの売上額，売上総利益及び営
業利益等を求めた。７）

　なお，売上総利益及び営業利益の算出に必要な補足
データとして，漁協の報告から仕入値は売上額の0.6倍，
販売手数料は15％，ガソリン代は150円／ L，燃費は
15km ／ L，人件費は2008年福岡県平均時給から6,166円
／日，その他消耗品等は500円と各モデル一律に仮定し，
効果を比較検討した。

１）移動販売車による対面販売モデル

　A 漁協が採用した移動販売モデルは，地域内で水揚
げされた鮮魚水産物を主体に，不足分は地元魚市場等で
仕入れ，販売当日８時までに漁協職員が下処理やパック
包装等を行い，図１に示した軽自動車タイプの移動販売
車に１回平均６万円分の水産物を積み込み，漁協職員１
名が販売先の農産物直売所まで運送後，10時から15時ま
での約５時間，対面販売を行う方法で定期的に販売した。
　移動販売先は飯塚市郊外，飯塚市市街及び筑後市郊外
の計３店舗の JA 農産物直売所で，各店舗の特徴は以下
のとおりである。
　飯塚市郊外店は地元 JA の小型農産物直売所で，売場
面積約120㎡程，駐車場42台分，平日の集客約400人，９
割以上が飯塚市内からの顧客という，地域密着型の小型
店舗であり，水産物の販売としては，乾燥昆布やイリコ
等の水産加工品を少量販売している程度である。

　飯塚市市街店は地元 JA の小型農産物直売所で，売場
面積約100㎡，駐車場28台分，平日の集客約300人，９割
以上が飯塚市内からの顧客という，地域密着型の小型店
舗であり，水産物の販売としては，乾燥昆布や乾海苔等
の水産加工品を少量販売している程度である。
　筑後市郊外店は地元 JA の大型農産物直売所で，売
場面積約400㎡，駐車場120台分，平日の集客約1,000人，
約７割が近隣市内からの顧客という，地域密着型の大型
店舗であり，水産物の販売は無い。

２）店舗販売による対面販売モデル

　B 漁協が採用した移動販売モデルは，地域内で加工さ
れた水産加工品を主体に，不足分は福岡県漁業協同組合
連合会等から仕入れ，販売当日８時までに輸送車に水産
加工品を積み込み，漁協職員２名で販売先の朝倉市郊外
の農産物直売所まで運送後，店舗特設会場で10時から15
時までの約５時間，対面販売を行う方法でイベント的に
販売した。
　朝倉市郊外店は朝倉市が約６割出資した大型農産物直
売所で，売場面積約300㎡程，駐車場163台分，平日の集
客約2,000人，約５割が地元外からの顧客という，地元
客だけでなく観光客も集客対象とした店舗であり，水産
物の販売としては，アユ甘露煮など水産加工品を少量販
売している程度である。

３）店舗販売による委託販売モデル          
　C 漁協が採用した移動販売モデルは，地域内で水揚げ
された鮮魚水産物を主体に，不足分は地元魚市場で仕入
れ，販売当日９時までに漁協職員が下処理やパック包装
等行い，輸送車に積み込み，漁協職員１名が販売先の飯
塚市郊外の農産物直売所まで運送後，店舗内冷蔵ショー
ケースに陳列し，12時から委託販売による販売を行う方
法で毎週土曜日を主体に定期的に販売した。

（３）県産水産物の購入に関する消費者意識

　県内陸部に在住する消費者の県産水産物の購入に関す
る意識を把握するため，2011年４月から12月にかけて，
飯塚市内にある JA 農産物直売所に来店した消費者170
人に対して，対面調査方式で県産水産物の購入に関する
意識調査を行った。
　意識調査では，水産物を購入する際の判断基準，購入
したい水産物の形態及び購入希望価格等を把握した。

（４）県内漁協への普及活動

　本研究結果について，研修会や講習会等を通じて県内図１　移動販売による販売風景
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漁協に報告し，新たな販売事業として「水産物の移動販
売」について普及・導入に努めた。

結　　果

１．県内農産物直売所の水産物需要調査

　2010年６月に県内農産物直売所183カ所に対し，郵送
にてアンケート調査を行った結果，約半数の92カ所（回
収率50％）から回答を得た。アンケート調査結果を図２
に示した。
　既に水産物を販売している農産物直売所は54カ所

（59%）で，販売品目としては干物類（54％）や海藻類
（47％）等で水産加工品の取扱が多かった。また，水産
物の仕入先は，商店（27％）や鮮魚商（25％）が多く，
漁業者・漁協からの仕入れは24％に留まった。
  一方，今後の販売品目として61カ所（66%）が県産水
産物に興味を示しており，農産物直売所の県産水産物に
対する関心の高さが伺えた。その上で，実際に県産水産
物の販売を希望するか問い合わせた所，希望するが25カ
所（27％），希望しないが34カ所（37％），未回答が33カ
所（36％）であった。販売を希望しない店舗の意見とし
ては，「店舗が手狭」，「冷蔵ショーケース等機材が無い」，
あるいは「内規で地元以外からの出品を制限している」
等であり，受入店舗側の構造的な事情等で，水産物の販
売が現実的に困難なケースがみられた。

２．水産物の移動販売

（１）移動販売モデルの選定

　前述したアンケート調査で，実際に県産水産物の販売
を希望した農産物直売所に対して，2010年７月から10月
にかけて，移動販売を希望した県内漁協とマッチングを
行った。その結果，「水産物の移動販売」の商談が成立

した５つの事例を移動販売モデルとして選定し，調査を
行った。

（２）移動販売モデル調査

１）移動販売車による対面販売モデル

　移動販売車による対面販売結果を表１に示した。
　地域密着型小型店舗の飯塚市郊外店で，2011年４月か
ら12月にかけて毎週木曜日を主体に，定期的に計35回移
動販売を行った結果，１回あたり平均売上額で37,280円，
売上総利益で14,912円，営業利益で1,404円と試算された。
その他，移動販売時間帯の店舗集客数は平均231人，う
ち移動販売車集客数は平均76人，水産物購入者数は平均
41人，水産物購入単価は平均909円であった。また，飯
塚市郊外店は農産物を主体とした直売所であり，午前中
が集客のピークで，水産物も10時から12時までの２時間
以内に，１日の売上げの約８割を売り上げた。
　地域密着型小型店舗の飯塚市市街店で，2011年５月か
ら12月にかけて毎週火曜日を主体に，定期的に計44回移
動販売を行った結果，１回あたりの平均売上額で45,084
円，売上総利益で18,034円，営業利益で3,535円と試算さ
れた。その他，移動販売時間帯の店舗集客数は平均155
人，うち移動販売車集客数は平均67人，水産物購入者数
は平均49人，水産物購入単価は平均920円であった。ま
た，飯塚市市街店も飯塚市郊外店同様に午前中に集客が
偏り，水産物も10時から12時までの２時間以内に，１日
の売上げの約８割を売り上げた。
　地域密着型大型店舗の筑後市郊外店で，2011年４月か
ら12月にかけて隔週土曜日を主体に，定期的に計12回移

飯塚市郊外店 飯塚市市街店 筑後市郊外店 備考

漁協からの距離（km） 80 62 146 往復距離

運搬に要する時間（分） 120 93 219

販売方法 対面販売 対面販売 対面販売

販売品目の比率（割）

　　鮮魚水産物 7 7 7

　　水産加工品 3 3 3

延べ販売回数 35 44 12

1回あたり平均売上額（円） 37,280 45,084 37,538

売上総利益（円） 14,912 18,034 15,015 粗利益

仕入値

（売上額×０．６） 22,368 27,050 22,523

販売費及び一般管理費（円） 13,508 14,499 14,207 販売管理費

販売手数料（15％） 5,592 6,763 5,631

ガソリン代（150円／L） 800 620 1,460 燃費15km/L

人件費（6,616円／日） 6,616 6,616 6,616 福岡県平均時給

その他消耗品等 500 500 500 袋代、氷代など

1日あたり営業利益（円） 1,404 3,535 809

対面調査等から作成
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表１　移動販売車による対面販売結果

図２　県内農産物直売所アンケート結果
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動販売を行った結果，１回あたりの平均売上額で37,538
円，売上総利益で15,015円，営業利益で809円と試算さ
れた。その他，移動販売時間帯の店舗集客数は平均626
人，うち移動販売車集客数は平均86人，水産物購入者数
は平均40人，水産物購入単価は平均938円であった。ま
た，筑後市郊外店も上記２店舗同様に午前中に集客が偏
り，水産物も10時から12時までの２時間以内に，１日の
売上げの約８割を売り上げた。
　以上３つの移動販売モデルの中で，飯塚市市街店は売
場面積等，最も規模の小さい店舗であるが，販売結果を
みると，売上額，営業利益ともに他２店舗を上回り，販
売回数も計44回と最多となった。

２）店舗販売による対面販売モデル

　店舗販売による対面販売結果を表２に示した。集客の
半数が観光客である大型店舗の朝倉市郊外店で，2010年
12月から2012年３月にかけて，冬季の店舗イベントに参
加する形式で，移動販売を計９回行った結果，１日あた
りの平均売上額で60,656円，売上総利益で24,262円，営
業利益で52円と試算された。その他，移動販売時間帯の
店舗集客数は平均2,000人，うちＢ漁協特設会場集客数
は平均200人，水産物購入者数は平均100人，水産物購入
単価は平均607円であった。なお朝倉市郊外店は農産物
を主体とした直売所であるが，12時頃に断続的に集客の
ピークがみられ，前述した３店舗とは集客のピークに違
いがみられた。

３）店舗販売による委託販売モデル

　店舗販売による委託販売結果を表２に示した。地域密
着型小型店舗の飯塚市郊外店で，2010年11月から2011年
３月にかけて毎週土曜日を主体に，定期的に委託販売を
計28回行った結果，１回あたりの平均売上額で12,500円，
売上総利益で5,000円，営業利益はみられず，1,523円の
営業損失と試算された。なお当店舗は A 漁協が移動販
売を行った店舗と同店舗であるが，販売開始時間が12時
であったため，当店舗の集客のピークである午前中に水
産物を販売することができなかった。また，販売期間
中に POP や悪天候等による販売中止の掲示もみられな
かった。

（３）県産水産物の購入に関する消費者意識

　最初に「農産物直売所で県産水産物を販売した場合に
購入するか」について質問した結果，96％が購入すると
の回答があった（表３）。
　次ぎに「水産物を購入する際の判断基準として何を重
視しているか」については，「鮮度」が最も多く46％，
次いで「価格」と「産地」がともに26％の順であった

（図３）。この結果は2005年に消費者意識調査を行った中
村の報告８）と一致するが，2005年調査時に比べ「産地」
の順位が５位から２位へ上がった。
　次ぎに「購入したい水産物の形態」については，「切
り身」が最も多く50％，次いで「下処理済み」及び「加
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売上総利益（円） 24,262 5,000 粗利益

仕入値

（売上額×０．６） 36,394 7,500

販売費及び一般管理費（円） 24,210 6,523 販売管理費

販売手数料（15％） 9,098 1,875

ガソリン代（150円／L） 1,380 840 燃費15km/L

人件費（6,616円／日） 13,232 3,308 福岡県平均時給

その他消耗品等 500 500 袋代、氷代など

1日あたり営業利益（円） 52 △ 1,523

対面調査等から作成
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表２　店舗販売による移動販売結果
購入する 購入しない 分からない

人数 163 1 6

％ 95.9 0.6 3.5

表３　農産物直売所における県産水産物の購入希望

図３　水産物を購入する際の判断基準
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であった（図４）。
　最後に「買い物１回あたりの水産物の購入希望金額」
については，「500 ～ 1,000円」が最も多く43％，次いで

「1,000 ～ 2,000円」が28％，「500円以下」が19％，「2,000
円以上」が８％であった（図５）。
（４）県内漁協への普及と現状

　移動販売モデル結果及び県産水産物の購入に関する消
費者意識について，研修会や講習会等を通じて県内漁協
に報告し，新たな直接販売の取組として「水産物の移動
販売」の普及に努めた。しかし，2012年12月までに新た
に１漁協が移動販売を開始するに留まっている。加えて，
これまで移動販売モデルとして活動していた２漁協が，
売上の伸び悩みや人手不足等を理由に，移動販売を休止
した。

　一方，2012年３月以降，長崎県上五島町漁協や他県の
漁業者団体等による「水産物の移動販売」が福岡県内で
開始され，活動が活発化している（図６）。

考　　察

  県内183カ所の農産物直売所を対象としたアンケート
調査から，全体の６割が何らかの水産物を販売してお
り，７割が県産水産物に興味を持ち，３割が県産水産物
の新規販売を希望するなど，県産水産物に対する農産物
直売所の関心の高さが伺えた。一方，県産水産物に興味
を持つが，販売を希望しないと回答した農産物直売所も
多く，その理由として「店舗が手狭」，「冷蔵ショーケー
ス等機材が無い」，あるいは「内規で地元以外からの出
品を制限している」等，各店舗が持つ構造的な課題があ
げられており，これらの課題をクリアすれば，県産水産
物の販売を希望する農産物直売所はさらに増えると考え
られる。
　現在，農産物直売所の水産物仕入先は，鮮魚商や商店
が約半数を占めるが，県産水産物への期待は高く，漁協・
漁業者側の供給体制が整えば，新規販路として有望な取
引先となるであろう。また，新規販路を希望する漁協・
漁業者は JA や農産物直売所を販売拠点と捉え，マーケ
ティング活動を強化する必要があろう。
　アンケート結果を参考に，2010年に県内漁協と県産水
産物の販売を希望した農産物直売所との間で，実際に計
128回移動販売を行った結果，移動販売車を使った対面
販売モデルが最も効果が高く，１回１カ所あたり37,280
～ 45,084円の売上額があり，14,912 ～ 18,034円の売上総
利益，809 ～ 3,535円の営業利益が見込めるものと試算
された。さらに，このモデルは午前中の短時間で売上の

図４　購入した水産物の形態

図５　買い物１回あたりの水産物の購入希望金額

図６　長崎県上五島町漁協の水産物移動販売車
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８割以上を販売したことから，１カ所あたりの販売時間
を短縮したり，１日の販売場所を増やすことによって，
今回の結果以上の営業利益が期待できるであろう。
　また，販売結果をみると最も小規模な飯塚市市街店を
販売先としたモデルが最も営業利益が高かった。これは
飯塚市市街店の顧客は徒歩を移動手段とした近隣の高齢
者が多く，近くにスーパー等競合店が存在しない等の理
由から，１日の食材を当店舗で購入する客が多く，「水
産物の移動販売」に適した店舗であっことが推察された。
このことから，店舗規模や集客数以外に周辺環境等も売
上に影響するファクターであり，マーケティング活動に
より，事前に移動販売に適した条件を持つ店舗を抽出す
ることが重要と考えられた。
　一方，店舗販売による対面販売モデルをみると，１回
あたり平均60,656円の売上額であったが，人件費等の諸
経費を差し引くと営業利益はほぼ０円と試算された。し
かしながら，当モデルも販売時間の短縮や諸経費抑制等
で，今回の結果以上の営業利益が期待できるであろう。
実際のところ，販売店舗側の好意により当モデルについ
ては販売手数料が免除されており，販売手数料分の営業
利益が出ていた。移動販売を契機に両者間の交流も深ま
り，現在も移動販売が行われている。
　次ぎに，店舗販売による委託販売モデルをみると，１
回あたり平均12,500円の売上額であったが，諸経費を差
し引くと1,523円の営業損失と試算された。当モデルの
場合，以下の点に問題があったと考えられた。販売先の
農産物直売所は午前中が集客のピークであったが，その
時間帯に水産物を販売できなかったこと。POP 等を使っ
た商品の情報提供や悪天候時の対応が不十分であったこ
と等である。
　県内陸部の消費者を対象とした県産水産物の購入に関
する意識調査から，県沿岸部に限らず内陸部でも県産水
産物に親しみを持ち，購入を希望しており，「鮮度」，「価
格」及び「産地」を水産物購入の判断基準としているこ
とが分かった。2005年調査時に比べ「産地」への関心が
高まっており，食の安心・安全志向がより一層強まって
いるものと考えられた。また，消費者は「切り身」や「下
処理済み」等調理が容易で，買い物1回あたり500 ～ 1,000
円程度の水産物の購入を希望しており，実際の平均購入
価格もその範囲内であった。このことから「鮮度」や「産
地」等，県産水産物の優位性を活かしながら，消費者の
志向に合わせた商品開発や価格帯で販売することも重要
であろう。
　一般的に消費者は，水産物の品質評価（目利き）が困
難なため，店員や POP 等で商品の品質評価情報を得て，

購入判断をしていると考えられる。移動販売モデル結果
をみると，対面販売は自ずと商品の品質評価情報を得ら
れたが，委託販売では得られなかった可能性が高い。「水
産物の移動販売」を行う場合，購入の判断基準となる品
質評価情報を如何に提供するかが鍵となろう。
　本県は全国有数の漁業生産県であるとともに，人口約
508万人の大消費地を有している。また，県沿岸部に限
らず内陸部でも「産地」を重要視しており，県産水産物
の需要は高い。条件的にも恵まれた本県は「水産物の移
動販売」に適した地域であり，「水産物の移動販売」は
有効な販売手法の１つであろう。さらに，農産物直売所
の県産水産物に対する評価も高く，漁協・漁業者側の供
給体制が整えば，新規販路として大いに期待できる。
　「水産物の移動販売」に重要なことは，販売する水産
物の品質評価情報を消費者に的確に提供することであ
り，さらにはマーケティング活動により消費者との信頼
関係を構築することであろう。このことができれば，対
面販売に限らず委託販売でも十分に営業利益が見込める
はずである。
　「移動販売」は，資金や労働力が少なくても着業でき，
販売場所や営業時間を自由に変えられる特徴を持ってお
り，営業利益の高い場所や販売時間帯を選択すること等
で，無駄を省き高収益を目指すことも可能である。加え
て「水産物の移動販売」を行うことによって，副次的に
水産物の PR，宣伝効果も発生する。地域特産品や地域
ブランド品の PR にも十分活用できる。
　これまでの結果を研修会・講習会等を通じて県内漁協
に報告し，「水産物の移動販売」について普及に努めたが，
2012年12月までに着手した漁協は少ない。本県の課題と
して，県内漁協は系統販売力が弱く，新たな販売事業を
展開する上で，意志決定や組織化に相当の労力と時間が
必要となっているのが現状である。
　一方，2012年３月に長崎県上五島町漁協は JA 福岡市
農産物直売所等，福岡県内を販売拠点に移動販売車によ
る「水産物の移動販売」を開始した。さらに，2012年６
月に長崎県松浦市の水産物アンテナショップが福岡市内
に開業する等，結果として大消費地である福岡県をター
ゲットに，他県の漁業者団体等による「水産物の移動販
売」が開始され，活動が活発化している。
　他県の水産物販売活動に対処するためには，早急に
マーケティング戦略を再考し，県産水産物の供給体制を
整え，県内各地に販売拠点を設けることが重要である。
その販売手法として「水産物の移動販売」は本県に適し
た有効な手法である。また，販売のポイントとしては，
消費者の志向に合わせた商品開発を行い，品質評価情報
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の提供や PR 活動等によって消費者の信頼を得ることが
重要であろう。
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